
平成 27年度事業報告
I.は じめに

平成 27年度は,シ リア情勢の深刻化に端を発 した難民問題や, 11月 にパ リ
で市民を巻き込んだ同時テロが発生するなど,国際社会が激動するなか,世界各
地への紛争の広がりが懸念されている。その一方で日本人が 2年連続でノーベル

賞を受賞したことや,ラ グビーのワール ドカップイングランド大会で日本代表が

歴史的な勝利を挙げたとの嬉 しい報道もあつた。

国内では, 9月 に集団的自衛権の限定的な行使を認める安全録障関連法が可決

成立し,成立を評価する一方,反対デモが連日行われていた。 10月 には国内に
住む全ての人に 12桁の番号を割 り当てるマイナンバー制度関連法が施行 し,平
成 28年 1月 から本格的運用が始まった。
連合会は,三河尻新会長の執行部が発足し,司法書士法・民事法・不動産登記
法改正等の新たな対策部を設置し活動している。また,商業登記・企業法務対策
部や財産管理業務対策部なども司法書士業務の拡大に資することが期待できる。

さらに,社会問題 とされている空き家・所有者不明問題等対策部が全国電話相談
を実施 した。また,東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所の事故か
ら平成 28年 3月 で 5年を迎え,風化防上のための取り組みや現場で活動 してい
る司法書士の支援を強化するとしている。

沖縄県司法書士会では,身近なくらしの中の法律家として,市民への法的サー
ビスを拡充させるため法律相談,社会貢献活動,講師派遣を行つた。渉外登記に
関する研究,研修・情報提供のために準備会を立ち上げた。研修会については ,
那覇,宮古,人重山支部間でネット回線を利用した同時研修を継続 し,事業承糸匹,

民事信託に関する研修会を行い,会員が利用しやすい研修を目指した。また,不
動産登記委員会,商業登記委員会,消費者委員会の主催による研修会も行われ ,
沖縄県司法書士青年の会との共催による研修会も行われた。裁判実務については ,

平成 28年度の連続 した研修 (民裁修習)に向けて,有志による研究,協議が行
われた。今後に期待したい。さらに,市民向けの相続登記本目談会も2回開催 し,
好評であつた。

関連団体である政治連盟沖縄県会,成年後見センター・ リーガルサポー ト沖縄
支部,沖縄県司法書士青年の会とも情報を共有するため協議を行った。
本年度の事業執行に当たり関係各位のご協力に感謝し,以下,各事業の執行状
況について順次報告する。



第 1.重′煮事業

重点第 1.市民への法的サービスの拡充

〔相談事業部・企画部・広報部・総務部〕

1.法律相談の充実

(1)沖縄県多重債務対策協議会・沖縄県ヤミ金融被害防止対策会議が主催する多
重債務法律相談会が,平成 27年 10月 21日南城市役所,平成 27年 12月
4日 中城村 「吉の浦会館」で行われ,それぞれに相談員を派遣 した。別紙担当

者割当表を参照。

(2)「なは司法書士総合相談センター」にて週二回 (火曜日・木曜日),「や
んばる司法書士総合相談センター」にて毎月一回 (第 3水曜 日)司法書士総
合相談センター所属相談員による無料の面談法律本目談を実施 した。別紙司法

書士総合相談センター相談員名簿参照

(3)沖縄行政評価事務所が主催する「暮らしの総合行政相談」,「春の一 日合
同行政相談」,「一日合同行政相談」にそれぞれ相談員を派遣した。別紙担
当者割当表を参照。

(4)那覇市,浦添市,宜野湾市,豊見城市,糸満市,久米島町,金武町,今帰
仁村,那覇市社会福祉協議会,南城市社会福祉協議会,浦添市社会福祉協議
会,北谷町社会福祉協議会,沖縄市社会福祉協議会,石垣市社会福祉協議会 ,

中城村社会福祉協議会,沖縄県労働者福祉基金協会 (那覇市,沖縄市)等の
行政下幾関が行 う相談会に相談員を紹介した。

(5)糸満市が主催する「春の一 日合同相談会」が平成 27年 6月 .2日 に行われ ,
相談員を派遣 した。別紙担当者割当表を参照。

(6)司法書士紹介依頼に対し,最寄りの会員を紹介した。

(7)司法書士総合相談センター所属相談員による離島を中心とした無料電話法
律相談を実施 した。また,電話相談の利用を促進するため,離島を有する地
方自治体へ制度広報用のチラシを送付 した。

(8)南大東村において司法過疎地巡回法律相談会が平成 28年 1月 23日 に開
催され,森本副会長と布田副会長を派遣 した。

(9)法務局主催の「全国一斉 !法務局休 日相談所」における無料相談会が平成
27年 10月 4日 に那覇第一地方合同庁舎で行われ,相談員として太田仁会
員,渡名喜大介会員を派遣した。



(10)連合会からの要請に応 じた相談会,その他各種相談会を以下とおり開催 し
た。

ア 商業・法人登記無料相談会を,平成 27年 7月 4日 に司法書士会館にお
いて開催 した (相談者 2名 )。

イ 司法書士の日記念事業として,前田剛会員を講師に「相続・遺言」講演
会と相談会を,平成 27年 8月 22日 に沖縄商工会議所において行つた。
講演会の参力日者は 62名 ,相談者は 23名 であった。

ウ 公益社団法人成年後見センター・リーガルサポー ト沖縄支部との共催で ,
平成 27年 9月 12日 に司法書士会において「高齢者・障害者のための成
年後見相談会」を開催 した (相談者 10名 )。
工 法の日事業として, lo月 の第 1週までに司法書士法律無料本目談を県内
14カ所 (内電話相談 1カ所)で行つた。別紙資料参照。
オ  「相続登記はお済みですか月間」の事業として,平成 28年 2月 6日 ,

浦添市社会福祉センターにおいて,奥儀信一会員を講師に相続・遺言に関
する市民公開講座及び無料相談会を開催 した (受講者数 58名 )。 また ,
県内各会場 (那覇市,浦添市,沖縄市,名護市,宮古島市,石垣市)にて
相続登記相談会を実施 した (相談件数合計 67件)。

(11)消費者庁の消費者月間の企画に合わせて, 5月 の lヶ月間,会員各事務所
で消費者 トラブル案件の無料相談を実施 した。

(12)司法書士総合相談センターの充実を目的とし,新入会員に相談センターで
の同席研修を奨励 した。

(13)ADR(調 停)センターの認証取得について
ア 九州ブロック調停センター紺策委員会が,平成 27年 9月 13日 に大分 ,
平成 28年 2月 27日 に鹿児島において行われ,森本副会長が出席 した。
イ 全国的な動向を確認の上,組織面,運用面から認証の必要性の有無につ
いて検討 した。

(14)一般社団法人沖縄県軍用地等地主会連合会の主催する「土地連共済会相談

会」が平成 27年 9月 13日 豊見城市立中央公民館,同年同月 27日名護市
産業支援センター,同年 10月 25日 」Aおきなわ宜野湾支店会館で開催 さ
れ,それぞれに講師および本目談員を派遣 した。別紙担当者割当表を参照。

(15)う るま市就職・生活支援パーノナル・サポー ト・センターが主催する「第

2回 くらし。しごと無料総合相談会」が平成 28年 2月 9日 に行われ,相談
員を派遣 した。別紙担当者割当表を参照。



2.社会貢献

(1)那覇地方裁判所の裁判委員会が平成 27年 7月 3日 に那覇地方裁判所にお
いて開催され,森本副会長が出席 した。

(2)平成 27年度沖縄科学技術大学院大学発展推進県民会議が,平成 27年 7
月 15日 に沖縄科学技術大学院大学において開催され,森本副会長が出席 し
た。

(3)平成 27年度第 1回沖縄県自殺対策連絡協議会が,平成 27年 8月 27日
県庁において開催され,新城優子権利擁護委員長が出席 した。

(4)平成 27年度第 1回沖縄県多重債務対策協議会 。沖縄県ヤミ金被害防止対
策会議合同会議が,平成 27年 9月 10日 県庁 4階において開催され,大城
貞祐相談事業部員が出席 した。

(5)平成 27年度ヤミ金融及び悪質商法相談ネットフーク担当者会議が平成 2
7年 10月 15日 ,沖縄県警本部 6階会議室において行われ,大城貞祐相談
事業部員が出席 した。

(6)平成 27年 11月 3日 ,沖縄士業等ネットワーク協議会による「よろず相
談会」が沖縄県立博物館・美術館で開催され,相談員として会員 8名 を派遣
した。別紙担当者割当表を参照。

(7)第 30回沖縄県不動産取引適正申告推進協議会が平成 27年 11月 17日 ,

国税事務所にて開催され, 日高広報部長が出席 した。

(8)「多重債務対策会議・ヤミ金融被害防止対策会議合同会議」が主催する実
務担当者との勉強会が平成 27年 11月 18日 に県庁で行われ,大嶺相談事
業部長が参力日した。

(9)平成 27年度第 1回那覇市自殺予防対策関係機関連絡会議が平成 27年 1
1月 26日 ,第 2回那覇市自殺予防封策関係機関連絡会議が,平成 28年 2
月 29日 に那覇市保健所において開催され,新城優子権利擁護委員長が出席
した。

(10)沖縄県多重債務対策協議会 。沖縄県ヤミ金融被害防止対策会議より当会に

依頼があつた県内各地のヤ ミ金融違法広告物除去作業が平成 27年 12月
17日 に行われ,作業に協力 した。

3.講師派遣
(1)西原町からの「平成 27年度西原町中央公民館主催いきいきシニア講座
(文教大学)」 に関する講師派遣依頼に基づき「遺言書の書き方について」を

テーマとする講座の講師として,平成 27年 7月 21日 ,西原町中央公民館



へ仲村和恵会員を派遣 した。

(2)浦添市からの「ゲー トキーパー養成講座」に関する講演派遣依頼に基づき,
「借金 。経済的問題を抱える人への支援」をテーマとする講座の講師として ,

平成 27年 8月 18日 ,浦添市保健相談センターヘ伊藝広介会員を派遣 した。
(3)沖縄県消費生活センターからの「平成 27年度くらしのサポー ト講座」ヘ

の講師派遣依頼に基づき,「遺言書の書き方について」をテーマとする講座
の講師として,平成 27年 10月 20日 ,沖縄県二重城合同庁舎へ日高広報
部長を派遣 した。

(4)沖縄社会福祉調査研修所から「はごろも長寿大学」への講師派遣依頼に基
づき,「高齢者に必要な法律の知識～相続・遺言・贈与について～」をテー
マとする講座の講師として,平成 27年 10月 17日 ,沖縄国際大学へ安里
純弥会員を派遣した。

(5)沖縄県多重債務対策協議会・沖縄県ヤミ金融被害防止対策会議からの「多
重債務問題職員研修」に関する講師依頼に基づき,平成 27年 12月 2日 ,

名護市中央公民館へ講師として,コ |1英明会員を派遣 した。
(6)九州ブロック司法書士会協議会主催の「平成 27年度九州ブロンク新人研
修会」に,平成 28年 1月 17日 ,債務整理・消費者事件の講師として日高
広報部長,安里長従会員,中空潤也会員を派遣 した。
(7)県内高等学校 7校の卒業予定者 (1, 377名 )を対象にした消費者教育
を平成 28年 2月 1日 から2月 9日 までの間, 7名の会員で行った。別紙参
照。

4.消費生活相談セミナーの後援
日司連が主催する「消費生活相談セミナー～特殊詐歎被害を題材に,地域連
携を構築するために～in沖縄」が平成 28年 2月 11日 に開催され,当会から
渡口企画部長がパネリス トとして参加 した。

重点第 2.渉外登記 〔研修部 。企画部〕
平成 27年 12月 12日 ,商業登記委員会による渉外登記に関する研修が行
われた。

次年度発刊予定の渉外登記の本に,これまでの研修内容を掲載することが決

定した。また,不動産登記委員会では,渉外登記の本の発刊に向けて,相続登
記に関する事例を収集し,研究することが協議された。



重点第 3.事業承継 〔研修部・企画部〕
平成 27年 7月 4日 ,中小機構沖縄から神谷繁氏 (事業承継コーディネー
ター)を講師に招いて,「事業承率匹の現状と必要性について」をテーマに市民
公開講座を開催 した。その後,商業法人登記無料相談会を開催 した。

重点第 4.裁判実務 〔研修部・企画部〕
裁判実務のスキルアップを図るために,平成 27年 11月 7日 から8日 , 日
司連による「民事裁判における主張立証活動」というテーマの同時酉己信による

研修を行つた。

また,裁判実務委員会を中心として,平成 28年度からの連続 した討論型の
研修を企画し,その準備に向けた研究会を数回持つた。

第 2.個 別的事業
1.研修制度の充実 〔研修部・企画部・総務部〕

1.会員研修

(1)集合研修

今年度も,本会の研修を宮古支部,人重山支部の会員にはインターネット
を利用 して配信 した。配信方法等に課題は残るものの改善を重ねてより良い

ものにしていきたいと考えている。

具体的には現在無料のスカイプを利用しているが,有料無料を問わず,よ
り簡便なより質のいいツールを探 していきたいと考えている。

以下 27年度の研修に関する報告をする。
ア 倫理に関する研修
「司法書士の業務過誤と賠償責任」その他2つのテーマのDVDに よる
研修会を平成 28年 3月 19日 に開催 した。
イ 新法・改正法に関する研修

(ア )「平成 26年会社法改正」をテーマとして,会社法及び規則の改正
点についての研修を平成 27年 5月 30日 に開催 した。

(イ )平成 28年 1月 1日 から,いわゆるマイナンバー制が施行されるこ



とになったので,「マイナンバーに関する基礎知識」と題 して,沖縄
国税事務所から講師を派遣してもらい,平成 27年 11月 10日 にマ
イナンバーに関する研修を開催 した。

ウ 不動産登記に関する研修
「不動産登記における本人確認の事例検討」をテーマとする研修会を平

成 27年 12月 12日 に開催 した。
工 商業登記に関する研修
(ア)「事業承継 と種類株式」及び「平成 27年施行改正のポイン ト」を
テーマとする研修を平成 27年 7月 18日 と19日 の 2日 にわた り
開催した。

(イ )「外国人絡みの設立登記」および「中小企業の株主名簿管理」とい

うテーマで,研修会を平成 27年 12月 12日 に開催 した。
オ 裁判実務に関する研修
(ア)「民事裁判における主張立証活動」というテーマで, 日司連の同時
配信による研修会を平成 27年 11月 7日 と8日 の 2日 にわた りに
開催 した。

(イ )「民事裁判における事実認定」を主たるテーマとする平成 28年度
の研修会 (民裁修習)に向けた準備を数回重ね,平成 28年 3月 5日
にオジエンテーションを実施 した。

力 信託に関する研修
「家族信託」をテーマとした,信託に関する研修会を,平成 28年 2月
13日 に開催 した。

キ その他実務に関する研修
(ア )「沖縄の祭祀承継に関する歴史的考察 (トー トーメーの相続問題 )」
というテーマで,我々の業務 とも関連の深い トー トーメーの承継に関
する研修会を平成 28年 1月 16日 に開催 した。

(イ )eラーニングの使い方を兼ね,eラーニング講座の種類株式第1講か
ら第 3講を題材とした研修を,平成 27年 6月 20日 に開催 した。
(ウ)青年の会との共催で,「借地借家法」と「不動産の評価」に関する
研修を平成 28年 2月 27日 に開催 した。

(2)支部研修会

ア 那覇支部において,「エンディングノー トについて～書き綴るエンディ
ングノー トの活用を紹介 します」というテーマの研修会を,平成 27年 4
月 28日 に開催 した。



イ 沖縄支部において,「業務研修会 (事例報告会)」 いうテーマで多数の
会員が事例を発表 し,出席者全員で質疑応答をするといつた研修を平成 2

8年 3月 4日 に開催 した。

ウ 人重山支部では,eラーニングの使い方を兼ね,eラーニング講座の種
類株式第 1講から第 3講を題材とした研修を,平成 27年 6月 20日 に開
催 した。

(3)連合会主催研修会への参加案内を会員に呼び掛け,奨励を行つた。

(4)九州ブロック会員研修会への参加を奨励 した。

ア 平成 27年 9月 12日 に開催された「改正不動産登記法施行 10年の検
証～利用しやすい不動産登記制度を求めて」をテーマとする研修会への参

加を呼び掛けた。

イ 九州ブロック新人研修への参加を奨励 した。
2.新入司法書士会員研修

沖縄県司法書士会への新入会員を対象に,研修会を平成 27年 7月 11日 に
開催した。そこで業務研修,本会及び関連団体の組織紹介がなされた。その後 ,

新入会員を交えての懇親会を開き交流を深めた。

3.関連団体との共催
公益社団法人成年後見センター・ サーガルサポー ト沖縄支部との共催により,

次のとおり研修会を開催 した。

(1)平成 27年 5月 29日 ,DVD研 修会
(2)平成 27年 8月 1日 と2日 ,DVD研 修会
(3)平成 27年 11月 12日 ,DVD研 修会

(4)平成 27年 11月 28日 から29日 ,DVD研 修・会員による補充講義
(5)平成 28年 1月 30日 から31日 ,DVD研 修
4.補助者研修

(1)補助者教養研修会
「パソコンのセキュリティー及びパソコンの トラブル」をテーマとした補

助者教養研修会を平成 27年 8月 8日 に開催 した。
(2)補助者業務研修

トー トーメーにまつわる研修において,補助者も多数参力日し好評だつた。

2.業務の改善 〔企画部・相談事業部・総務部・研修部〕

1.会員の執務に封しての姑応



(1)年次研修

年次研修は,司法書士がその社会的使命を果たすための職業倫理の保持を

目的として,平成 17年度から実施されている。
受講該当年度参加者全員すべてにその受講が義務付けられているもので

あり, 5年に一度受講しなければならない。本年度の本会における受講対象

者は 52為 であり,そのうち受講した会員は 30名 であつた。
その中で,複数年本研修を受講していない会員は現在 4人である。今後と

も参力日を呼びかけ受講していない会員をゼロにしたい。

2,法テラスとの連携強化

(1)法テラス沖縄への協力のため,副所長並びに審査委員及び窓口専門職員を

派遣した。別紙名簿参照。

(2)「法テラスの日」無料法律相談会」が平成 27年 4月 22日 沖縄県立図書
館において開催され,渡口広報部長を派遣した。

3.組織の充実強化 〔広報部・共済委員会・総務部・経理部〕

1.支部長会の充実

法の日司法書士無料法律相談会の協力,司法書士法の規定に違反する事実の

有無についての実態調査実施の協力,相続登記はお済みですか月間の法律相談

会の協力,また各支部の状況報告など本会と支部との連携強化に努めた。

2.会員への情報伝達

(1)メ ール会員のさらなる増加の為,会務情報紙ヘメール会員登録の協力要請

を行つた。メーアレ会員は 152名 (69%)と なつている (平成 28年 3月
31日 現在 )。

(2)毎月 1回,会務情報紙を発行 した。

(3)ホームページを活用 して,会員への連絡及び業務に関係する資料の提供を

行つた。

3.共済制度の充実

平成 27年 10月 24日 ,福利事業の一環として宜野湾市において会員及び
補助者を対象としたボウリング大会 (ラ ウン ド1ス タジアム宜野湾店)を実施

した (18名 参加 )。

4.事務局の事務処理効率化,電算化,情報伝達の IT化

(1)事務局職員全員で毎朝の朝礼を取り入れ,情報の共有化,事務局のコミュ
ニケーション強化を図つている。



(2)事務局職員の事務分掌を明確化 し,業務を一年毎にローテーションして全
員が業務全般に精通するように事務処理の効率化を図つている。

5。 日本司法書士政治連盟沖縄県会,公益社団法人成年後見センター・ リーガル
サポー ト沖糸電支部,沖縄県司法書士青年の会との協議会

平成 28年 2月 17日 ,当会と上記 3団体との四者連絡協議会を開催 し,活
動状況の報告及び要望事項等について意見交換を行つた。

6.規則等の改正

(1)業務賠償責任保険運用に関する沖縄県司法書士会会則一部改正が,総会に
て可決され,平成 28年 3月 8日 に認可,同 日施行 した。
(2)「業務報告書記載規程」 ◆「事件簿様式」の一部改正を行い,平成 28
年分の業務報告書より改正後の様式を使用することとなった。

(3)依頼者等の本人確認等に関する規程の一部改正が,平成 28年 3月 15日 ,

理事会にて可決され,同 日施行 した。

7.桐友会の開催

(1)桐友会の開催

第 44回沖縄桐友会が,平成 28年 2月 22日 ,那覇第一地方合同庁舎に
て開催され,連絡事項,協議・要望事項について協議が行われた。法務局か
ら,局長,次長,総務課長,首席登記官,総務課庶務係長,統括登記官,総
括表示登記専門官が参加 した。当会からは,会長,副会長,総務部長が参加
した。沖縄県土地家屋調査士会からは,会長,副会長,総務部長が参力日した。

沖縄県公共Π届託登記土地家屋調査士協会からは,代表理事が参加 した。

(2)桐友会連絡会の開催

平成 27年 6月 18日 ,平成 27年 8月 6日 ,平成 27年 11月 12日 ,

当会,法務局,沖縄県土地家屋調査士会,沖縄県公共嘱託登記土地家屋調査
士協会で構成する実務協議の桐友会連絡会が開催された。当会からは,名嘉
章雄那覇支部長,喜屋武力商業登記委員長,池城潤不動産登記委員長,楠総
務部長が参加 した。

8,財政基盤の強化
会費自動振替促進を行い,平成 28年 3月 末日現在,個人会員の 91%,法
人会員の 80%が 自動振替手続を行つた。

4.執務環境の改 〔非司排除委員会 。総務部〕



1.非司排除活動
法務局から要請を受け,司法書士法の規定に違反する事実の有無についての

実態調査を各支部の協力を得て,県内のすべての法務局において実施 した。
2.隣接職能団体及び関係機関との協調 。連携,行事参加

(1)沖縄士業等ネットワーク協議会が,平成 27年 6月 24日 ,平成 27年 9
月 24日 ,平成 28年 2月 12日 ,当番団体である沖縄弁護士会の会館で行
われた。

(2)同協議会主催によるゴルフコンペが,平成 27年 8月 15日 ,琉球ゴルフ
倶楽部で行われた。同日「懇親会」がホテルロイヤルオリオンで行われ親睦

を深めた。

(3)同協議会主催によるよろず相談会が,平成 27年 11月 3日 ,沖縄県立博
物館・美術館 1階で開催された (相談者数 34名 )。

(4)平成 28年 3月 29日 ,同協議会と那覇市との間で「大規模災害等発生時
における相談業務の支援に関する協定」を締結 した。

3.会館修繕計画に基づき,会館のエレベータ維持工事を行つた。

5.広報活動 〔広報部〕

1.広報的相談活動の実施

(1)役員変更登記はお済みですか月間 (5月 )
「役員変更登記はお済みですか ?」 月間として,平成 27年 5月 の lヶ月
間,会員各事務所にて無料相談を実施した。広報・告知のため沖縄タイムス ,

琉球新報の県内 2紙に論壇を投稿 した。

(2)消費者月間関連事業 (5月 )

平成 27年 5月 の lヶ月間を「消費者月間」として,各司法書士事務所に
おいて無料相談を実施 した。実施内容については,事前に当会ホームページ
にて告知をした。

(3)公開講座 &司法書士無料本国談会
平成 27年 7月 4日 (土)「事業承継の現状と必要性について」公開講座
&司法書士無料相談会を実施 した。広報・告知のため沖縄タイムス,琉球新
報の県内 2紙に有料及び無料の広告をし,論壇を投稿 した。

(4)相続登記はお済みですか月間 (2月 )

相続登記はお済みですか月間として,平成 28年 2月 の lヶ月間,会員各
事務所にて無料相談を実施 した。また,相続登記はお済みですか月間にあわ



せて,同年 2月 6日 ,浦添市社会福祉センターにて,「遺言と相続」をテー
マに市民公開講座を実施 し,各支部でも無料本目談会を実施 した。広報・告矢日
のため,沖縄タイムス,琉球新報,宮古毎日新聞,宮古新報,人重山毎 日新
聞,人重山日報に広告を行つた。

2.会報の発行

会報を 1回 (114号)発行 した。
3.「司法書士の日の記念事業」

(1)「高校生一日司法書士」

平成 27年 8月 3日 (月 )9時 30分から「高校生一日司法書士」を開催 ,
法務局や裁判所及び司法書士事務所において私立興南高等学校の高校生 6名

が実務体験をした。なお,その模様は,テ レビ放映され,新聞記事へも掲載
された。

(2)「相続・遺言」市民公開講座・無料相談会

平成 27年 8月 22日 (土)沖縄商工会議所にて,司法書士の日記念事業
として,「相続・遺言」無料相談会が開催された。広報・告知のため沖縄夕
イムス,琉球新報の県内 2紙に有料広告をし,論壇を投稿 した。

相談会への参加者は 62名 ,アンケー トを行い 40名の回答が得られ,相
談者数は23名 であつた。アンケー ト結果は,会務情報紙にて掲載した。

4。 「法の日」無料法律相談会

10月 1日 (本)～ 10月 3日 (土)県内 13会場において「法の日無料相
談会」を開催 した。広報・告知のため沖縄タイムス,琉球新報の県内 2紙に有
料広告をした。また, 9月 25日 (金)16時 30分,当会館において「法の
日相談会」についてラジオカー生中継 (RBCiラ ジオ)イ ンタビューに対 し
て日高広報部長がPR活動を行つた。
5。 「相続登記はお済みですか月間」の広告        、

市民公開講座の及び無料法律相談「相続登記はお済みですか月間」について

広報 ◆告矢日のため沖縄タイムス,琉球新報の県内 2紙に有料広告をし,論壇を

投稿 した。

6.路線バスを利用しての広報活動

(1)契約期間の延長

平成 26年 9月 からスター トした本島内 11路線バスにて掲示する有料の
バス広告については,平成 27年 8月 31日 に 1年間の契約期間満了したと
ころ契約更新をし, 1年間の期間延長をした。



(2)掲載方法

掲載方法は,「よかつた。司法書士に相談して。」のキャンチフレーズをバ

スの外側板及び後部にステッカーを貼 り付ける方法にて行つた。また,司法

書士総合相談センター及び法の日相談会の時期には,その開催の旨の告知を,

バスの外側板及び後部ステッカーの横に掲載 して行つた。

7.その他

司法書士総合相談センターの事業運営の充実及び広報のため,相続登記はお

済みですか月間に伴い実施 した市民公開講座でセンターのチラシを配布 した。




